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８ その他（講演録、書評、インタビュー等）

８・１ 会議録、証言録

（ ） 、1 会議録『第147回国会、参議院予算委員会公聴会会議録、第一号』

2001 2000 3 p3 p14「 年度予算案に関する参考人意見」 年 月、 ～

（ ） 年 月、2 2002 4会議録『第154回国会、衆議院内閣委員会会議録第8号』

4 p1 p19「道路関係 公団民営化推進委員会設置法案に関する参考人意見」 ～

速記録『万代島再開発住民差し止め訴訟、平成14年10月24日、第19回口頭弁論』（ ）3
2002 10 p1 p51年 月、新潟地方裁判所、 ～

この証言の要旨は「万代島のムダづかいを裁く、第三セクター・

新潟住民訴訟の記録」 年 月、万代島再開発をやめさせる県民の会編、2002 3
自治体研究社、 ～ を参照p76 p91

（ ） 『 』 年 月4 2003 3会議録 第156回国会､衆議院国土交通委員会会議録第6号

p1 p22「社会資本整備重点計画法案に関する参考人意見」 ～

（ ） 年 月5 2004 4会議録『第159回国会、衆議院国土交通委員会会議録第13号』

p24 p41「日本道路公団等民営化関係法案に関する参考人意見」 ～

８・２ 書評

（ 年 月、1 1989 10）『石田頼房著、日本近代都市計画の百年』

p315 p319「日本地方自治の回顧と展望」敬文堂、日本地方自治学会編、 ～

（ 年 月、2 2000 1）『松田之利、西村貢編、地域学への招待』

「学生新聞 年 月 日付」学生新聞社2000 1 22
（ 年 月、3 2001 3）『大野隆男著、公共投資改革論』

No67 p108 p109「経済、 」新日本出版社、 ～

（ 年 月、4 2001 3）『宮本憲一著、日本社会の可能性』

「京都民報 年 月 日付」京都民報社2001 3 18
（ 年 月、5 2001 8）『岩波一寛編、どうする自治体財政』

No.443 p61「労働運動 」新日本出版社、

（ 年 月、6 2003 3）『建設政策研究所編、検証日本版ＰＦＩ』

No.58 p148「議会と自治体 」

（ 年 月7 2003 8）『山田明著、公共事業と財政』

vol.296 p44 p45「大阪の住民と自治 」 ～

（ 年 月8 2004 12）『建設政策研究所編 「都市再生」がまちをこわす』、

No.111 p114 p115「経済 」新日本出版社、 ～

８・３ 講演録

（ 年 月、1 1996 1）『大震災を繰り返さないためのまちづくりとは』
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｢震災とまちづくりを考える市民の集い、報告集」

p34 p41安心して住める豊中のまちづくりを考える会、 ～

（ 年 月、2 1997 9）『施設、環境、財政』

p9 p10｢大阪市のオリンピック招致を考える市民の集い 報告集 同実行委員会 ～、 」 、

（ 、 年 月 「 」3 1997 11 Monthly Report vol.26） 、『関西空港の3年間と泉州の未来』

p39 p51大阪自治体労働組合総連合、 ～

（ 、 年 月、4 1998 2）『老人医療助成制度改悪には何の道理もない』

「大阪社会保障推進協議会第８回総会資料集」大阪社会保障推進協議会、

p324 p336～

（ 、 年 月、5 1998 5）『公共事業の変革・開発重視から福祉重視へ』

No.369 p16 p25｢医療生協運動 」日本生活協同組合連合会医療部会、 ～

（ 、 年 月、6 1998 10）『公共事業の将来はどうなるのか、そのあり方を問う』

No.61 p164 p176「中同協 」中小企業家同友会全国協議会、 ～

（ 、 年 月7 1998 12）『公共事業依存型からの転換』

「中小企業家しんぶん 年 月 日付」中小企業家同友会全国協議会1998 12 5
（ 、 年 月 「ちいさいなかま 」8 1998 12 No.374） 、『２１世紀の福祉・保育を語る』

p59 p62草土社、 ～

（ 年 月、9 1998 12）『大阪府財政再建プログラムと府民生活』

｢大阪府財政再建プログラムでどうなる市民の暮らしと松原市財政」

p1 p11 p27松原市職員労働組合、 ～ 、

（ 年 月 「ふくおか市政研 」10 1999 2 No27） 、『福祉と開発、経済効果は？』

p3 p31福岡市職員労働組合、 ～

（ 年 月、11 1999 6）『こども・女性・お年寄にやさしい都市づくりを』

｢第 回、みんなで保育を考える集会報告集」31
p13 p16全国保育団体合同研究集会大阪実行委員会、 ～

（ 、 年 月、12 1999 9）『地域経済は再生できるか』

p6 p39「全商連事務局長会議報告集」全国商工団体連合会、 ～

（ 、 年 月13 1999 10）『建設業次世代への対応』

「第２回あいち経営フォーラム報告」愛知中小企業家同友会

http://www.douyukai.or.jp/houkoku/forum2000/0001_04.html
（ 、 年 月14 1999 10）『公共事業見直しの基本的視点ー宝塚新都心開発を考えるー』

「宝塚革新懇 年 月 日」宝塚革新懇1999 10 10
（ 年 月、15 2000 1）『公的保育のはたす役割』

2000 p1 p5「はなさき山 年新年号」大阪市役所労働組合、 ～

16 2000 4 2000 p5 p23（ 年 月、｢税金 ｣全国税労働組合、 ～）『自治体政策をめぐる焦点』

（ 年 月、17 2000 6）『認可保育所設置運営を企業にもOK』

｢第 回、みんなで保育を考える集会報告集」32
p35 p37全国保育団体合同研究集会大阪実行委員会、 ～

（ 年 月、18 2000 11）『これからの中小建設関連業のあり方を考える』

4 p48 p52「第 回、奈良県経営研究集会」奈良県中小企業家同友会、 ～

（ 年 月、19 2000 12）『21世紀に向けた公共事業のあり方』

vol.372 p8 p13「区画再開発通信 」区画整理・再開発対策全国連絡会議、 ～

（ 年 月、20 2000 12）『国家財政のあり方について』

vol.262 p16 p25「メディペーパー京都 」京都府保険医協会、 ～

（ 年 月、21 2001 1）『国際化時代の地域経済』
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「ＯＳＡＫＡ中小企業家 」大阪府中小企業家同友会vol.216
（ 年 月22 2001 1）『企業参入に関するアメリカ視察の報告』

No.321 p7 p8「大阪の保育運動 」大阪保育運動連絡会、 ～

（ 年 月23 2001 2）『公立保育園の民営化、どこが問題か』

vol.120 p2 p24「岡山市政の今日と明日 」岡山市職員労働組合、 ～

（ 年 月、24 2001 7）『公共事業中心から福祉・教育重視へ政策転換を』

「愛知県保険医新聞 年 月 日付」愛知保険医協会2001 7 15
（ 年 月、25 2001 7）『新たな段階に入った公立保育所廃止・民営化』

No.328 p3 p5「大阪の保育運動 」大阪保育運動連絡会、 ～

（ 年 月、26 2001 11）『公共事業の不公正とムダをなくすために』

8 p174 p192「第 回全国建設研究・交流集会報告集」建設政策研究所、 ～

（ 年 月、27 2001 12）『行政の公共性、第８回憲法連続講座』

No.355 p14 p15「民主法律時報、 」民主法律化協会、 ～

（ 年 月、28 2001 12）『政府が進める公共事業改革とは何か』

京都道路問題住民運動 周年記念集会10
（京の道と交通を考えるネットワーク設立集会）

（ 年 月29 2002 3）『保育所をめぐる情勢と課題』

No.334 p8 p9「大阪の保育運動 」大阪保育運動連絡会、 ～

（ 年 月、30 2002 8）『公共事業のあり方を問う』

p8 p12「暮らしと自治くまもと創刊号」くまもと地域自治体研究所、 ～

（ 年 月 「福岡のくらしと自治 」31 2002 12 No.300） 、『新しい日本改革への展望』

p1p p11福岡自治体問題研究所、 ～

（ 年 月、32 2002 12）『ストップさせよう、公立保育所の民営化』

No.339 p4 p7「大阪の保育運動 」大阪保育運動連絡会、 ～

（ 年 月、33 2003 3）『ここが問題、公立保育所の民営化』

34 p18 p21「第 回みんなで保育・子育てを考える集会ー報告書ー」 ～

（ 年 月34 2003 9）『ストップさせよう､公立保育所の民営化・民間委託』

No.349 p4 p5「大阪の保育運動 」 ～

（ 年 月35 2003 10）『公共事業への新しい視点』

71 p149 p157「中同協第 号」中小企業家同友会全国協議会、 ～

（ 年 月36 2003 12）『公共事業改革の基本方向』

13 p128 p129「第 回中小商工業全国交流集会・研究集会報告集 、 ～」

（ 年 月37 2003 12）『公立保育所の民営化問題』

「第 回みんなで保育・子育てを考える集会報告集」35
p49 p51全国保育団体合同研究集会大阪実行委員会、 ～

（ 年 月37 2003 12）『公共事業改革と地域経済の再生（上 』）

11 p1 p15「とちぎの地域と自治、第 号」とちぎ地域・自治研究所報、 ～

（ 年 月37 2004 1）『公共事業改革と地域経済の再生（下 』）

12 p1 p10「とちぎの地域と自治、第 号」とちぎ地域・自治研究所報、 ～

（ 年 月、ユアサ工場閉鎖に反対する市民の会38 2004 2）『都市再生は何をもたらすのか』

「都市再開発で高槻はどうなるの（市民シンポジウムの記録 、））」

p6 p20 p36 p39～ 、 ～

（ 年 月39 2004 3）『保育制度をめぐる状況、この一年の動向』

No.355 p11 p13「大阪の保育運動 」大阪保育運動連絡会、 ～

（ 年 月40 2004 3）『公共事業改革と地域経済の再生（上 』）
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20 p1 p11「ひろば第 号」山梨自治体問題懇談会、 ～

（ 年 月41 2004 4）『公共事業改革と地域経済の再生（下 』）

21 p1 p9「ひろば第 号」山梨自治体問題懇談会、 ～

（ 『 』 年 月42 2004 5） 保育情勢を学ぶ

36 p22 p23「第 回みんなで保育・子育てを考える集会」報告集、 ～

（ 『 』 年 月43 2004 10） 公立保育所の民営化を考える

VOL.166 p2 p33「 」 、岡山市政の今日と明日 岡山市職員労働組合自治研推進委員会 ～

（ 『 』 年 月44 2004 11） 震災に強い社会資本整備のあり方

11 p61 p67「第 回全国建設研究・交流集会報告書」同実行委員会、 ～

（ 『 』 年 月45 2005 8） 保育情勢といま求められる保育連・保護社会の役割

No.368 p2 p5「大阪の保育運動 」 ～

（ 『 』 年 月46 2006 1） 小さな政府は地域と暮らしに何をもたらすか

No.389 p3 p5「住民と自治、兵庫版 」 ～

（ 『 』 年 月47 2005 11） 給与構造の改革・評価制度をどう打ち破るか

「大阪教育 」No1711,1713,1714,1715
（ 『 』 年 月48 2006 1） 小さな政府は地域と暮らしに何をもたらすか

No.513 p3 p5「兵庫版住民と自治 」 ～

（ 『 』 年 月49 2006 1） これからの公共事業、建設投資のあり方を考える

14 p68 p69「第 回中小商工業全国交流・研究集会報告書」 ～

（ 『 』 年 月50 2006 3） 地域経済再生の視点と中小企業の役割

169 p6 p8「奈良県中小企業家同友会、ＤＯＹＵなら第 号」 ～

（ 『大阪府の役割を考える』 年 月51 2006 3）

15 p1 p6「コミュナル・スクエア第 号」大阪府職員労働組合、 ～

（ 『 』 年 月52 2006 6） 保育制度を学ぶ

37 p39 p40「第 回みんなで保育・子育てを考える集会」報告集 ～

（ 『 』 年 月53 2006 10） 教育への権利と無償制、構造改革と子どもをめぐる状況

No.94 p49 p59「子どものための学校事務 」全国学校事務職員制度研究会、 ～

（ 『子どもを巡る状況と公立保育所の民営化』 年 月54 2006 12）

No.361 p2 p4「保育情報 」保育研究所、 ～

８・４ インタビュー

（ 年 月、1 1998 1）『新春インタビュー、北海道経済について』

「朝日新聞 年 月 日付」1998 1 4
（ 年 月、2 1998 1）『大阪の岐路、２１世紀への針路』

「大阪民報 年 月 日付」大阪民報社1998 1 4
（ 、 年 月、3 1998 5）『おかしいぞ？ 日本の公共事業（上）』

98 5 p41 p46「大阪保険医雑誌 年 月号」大阪保険医協会、 ～

（ 、 年 月、4 1998 6）『おかしいぞ？ 日本の公共事業（下）』

98 6 p42 p46「大阪保険医雑誌 年 月号」大阪保険医協会、 ～

（ 、 年 月、｢ねっとわーく京都 号 、5 1998 9 vol.116） 」『検証・第三セクター』

p15 p24かもがわ出版、 ～

（ 年 月6 1999 1）『新春インタビュー、大阪の岐路、21世紀への指針』

「大阪民報 年 月 日付」大阪民報社1999 1 3
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（ 年 月7 1999 3）『中小企業こそ地域経済再生の担い手』

Osaka No.193 p4 p6「 中小企業家 、大阪中小企業家同友会、 ～」

（ 年 月 「学生新聞 年 月 日付」学生新聞社8 1999 6 1999 6 12） 、『全総から３０年』

（ 、 年 月、9 2000 4）『どうなる公共事業、どうする中小建設業』

「中小企業家しんぶん 年 月 日付」中小企業家同友会全国協議会2000 4 25
（ 年 月、10 2000 10）『無駄な公共事業をどう削るか』

「京都保険医新聞 年 月 日付」京都保険医協会2000 10 13
（ 年 月、11 2001 12）『保育所民営化のプラスとマイナス』

21 6 p134「プチタンファン第 巻第 号」婦人生活社、

（ 年 月、12 2002 1）『2002年新春トークスペシャル』

「日刊たかいし新春特集号、 年 月 日付」高石市職員労働組合2002 1 1
13 2002 7 No.50 p6 p13（ 年 月 「議会と自治体 」 ～） 、『構造改革下のＰＦＩ導入戦略』

（ 『 』 年 月14 2006 11） あくまでも目標達成に突き進む公共事業の難点は計画至上主義

No.714 p28 p30「商工にっぽん 」日本商工振興会、 ～

８・５ その他

（ ） 年 月、1 1996 4座談会『公害の街からの再生をめざして』

96 4 p33 p46「大阪保険医雑誌 年 月号」大阪府保険医協会、 ～

（ ） 年 月 「大阪の住民と自治 」2 1999 2 vol.242対談『２１世紀の大阪像』 、

p4 p9大阪自治体問題研究所、 ～

（ ） 年 月3 2001 5対談『第三セクターをいかに処理するか』

vol.269 p22 p25「おおさかの住民と自治 」大阪自治体問題研究所、 ～


